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年 2 月と 2009 年 2 月の 2 回にわたり実施した企業向けアンケート調査の概要を報告する。
2008 年 2 月に実施した「企業・金融機関との取引実態調査」では、中小企業を中心とする




  次に、2009 年 2 月に実施した「金融危機下における企業・金融機関との取引実態調査」























といった困難が生じる。今回、経済産業研究所が 2008 年 2 月と 2009 年 2 月の 2 回にわた
り実施した企業向けアンケート調査は、把握が難しい中小企業金融の現状を正確に知るた
めの試みの 1 つであり、本稿は、これら調査の概要を報告する。 
2000 年代に入ってから、中小企業が置かれた資金調達環境を把握するために、中小企業
庁をはじめとする関係機関は様々な努力を重ねてきた。中小企業庁(2002, 2003, 2004)は、
毎年 1 万 5 千社に対して資金調達状況を尋ねる承認統計調査を実施し分析を行うことで、
銀行をはじめとする金融機関に依存しがちな中小企業の実態を明らかにした。中小企業庁



















                                                  
3  これら研究会で公表されたディスカッションペーパーは、RIETI ウェブページに掲載されて















を繰り返している。 具体的には、 2008 年 10 月に中小企業向け政府系金融機関が統合され、






以上の課題を明らかにするために、経済産業研究所は、2008 年 2 月に「企業・金融機関
との取引実態調査」を実施した。中小企業庁が実施した承認統計に回答した中小企業を中







激な景気後退に伴う中小企業金融の変化を捉えるために、経済産業研究所は、2009 年 2 月
に「金融危機下における企業・金融機関との取引実態調査」を実施した。昨年の調査時点







業で分析対象となる 6,079 社のうち、2009 年 2 月時点までに倒産などの理由でサンプルか
ら脱落した以外の 5,979 社に調査票を送付し、そのうちの 68.6%に当たる 4,103 社から回
答を得た。 
本稿の構成は、2008 年 2 月実施の「企業・金融機関との取引実態調査」の概要を述べた





2009 年調査に基づく第Ⅱ部では、第 1 章で、2008 年 9 月以降の経営環境の変化と企業
側の対応を全般的にまとめ、企業に対するショックがどこで起き、どこで吸収されようと













第Ⅰ部  企業・金融機関との関係の実態 
 




はこうした企業間信用の条件が、取引される商品の性質（第 3 節） 、担保の有無（第 4 節） 、











表１－１  主要仕入先企業の特徴 
全回
答 

















5,587   466   1,778   129   65  589  948  865  210  30   6   501 
業種 
100.0   8.3  31.8   2.3   1.2  10.5  17.0  15.5  3.8  0.5   0.1   9.0 
全回答  1～5 人  6～20 人  21～50 人  51～100 人  101～300 人  301 人～ 
5,165   238   718   649   531   762   2,267  
従業
員 
100.0   4.6   13.9  12.6  10.3  14.8   43.9 
注）上段：回答社数、下段：構成比(％)。 
 










表１－２  総仕入額と主要仕入先からの仕入額 










5,185   1,073   989   1,236   1,185   312   390  
年間の 
仕入額 
100.0   20.7   19.1  23.8  22.9  6.0   7.5 














仕入額  100.0   46.8   22.6  15.7  10.4  2.3   2.2 
注）上段：回答社数、下段：構成比(％)。 
 
85％ほどの回答企業は年間仕入額が 50 億円以下であるが、 主要仕入先からの仕入はそれほ
ど多くなく、半数程度の企業は 1 億円以下しか仕入を依存していない。主要仕入先からの
仕入が占める割合を計算してみると、その平均値は 35.5％、中央値は 28.6％、標準偏差は
26 であった。このため多くの企業は主要仕入先に 10％から 50％程度仕入を依存している
ことが分かる。 
 
表１－３  主要仕入先企業との取引年数 
全回答  10 年以下 11～20 年  21～30 年 31～40 年 41～50 年 51 年以上 
4,857   1,102   1,132   1,088   832   450   253  
100.0   22.7  23.3   22.4  17.1  9.3  5.2  
注）上段：回答社数、下段：構成比(％)。 
 
  主要仕入先との取引年数を見ると、表１－３から分かるように 10 年以下、11－20 年、
21－30 年の企業が 23％程度でほぼ均一であるが、 それ以上は年数が増えるほど企業数が減
っている。51 年以上もの取引関係を持つ企業も 5％程度存在することが分かる。 
 
表１－４  主要仕入先企業との関係（複数回答） 




2,628   307   147   464   1,017   588   107   88  










2,628   96   217   69   152  








表１－５  主要仕入先営業担当者との面会頻度 

















5,474   459   969   1,305   1,673   546   226   62   53   181  







表１－６  主要仕入先との情報のやり取り（複数回答） 





財務情報  資金繰り動向  業界動向 
4,482   1,398   764   2,530   689   284   2,289  
主要
先へ 
100.0  31.2   17.0  56.4  15.4  6.3   51.1 





財務情報  資金繰り動向  業界動向 































5,706   5,150   556  

























5,442   3,671   2,311   148   658   582  












































表１－９  締め日 
全回答  1～10 日  11～15 日  16～20 日  21～25 日  26～30 日  末日 
5,098   73   162   1,533   169   135   3,026  




であることが分かる。16 日から 20 日に締め日を設定する企業も 3 割程度存在する。 
 
 
表１－１０  請求書受取日 
全回答  1～5 日  6～10 日  11～20 日  21～30 日  31～40 日  41 日以上 
4,215   1,056   1,195   735   901   223   105  











表１－１１  主要な日数 
  全回答
（社） 







3,512  35  30  215  1  24 
締め日から手形振出日 
までの典型的な日数 























締め日から手形振出日までの日数は 30 日以内とする企業が 7 割以上を占めた。なお買掛
金の場合と比較すると、企業規模による違いはそれほど大きくなかった。例えば、従業員 5

















る。銀行から借り入れる場合には「100 万円を 1 年間借りたら 105 万円で返済する」とい
った契約を結ぶ。 この場合の金利は年 5%であることが簡単に分かる。 一方、 企業間信用は、














企業が大多数である。ただし、卸売業もしくは小売業では 1 割から 2 割の企業で規定が存
在している。 
 
表１－１２  早期割引規定による割引率 
全回答（社）  最小値  25%点  中央値  75%点  最大値  平均値  標準偏差 
103  0.8  4.9  11  43.3  140 * 10
























なお、異なるサイトの手形を発行した企業は 181 社であり、全体の 9%弱とかなり小さか
った。ただし、小売業、卸売業では比較的こうした企業の比率が高かった。また通常より




表１－１３  通常と異なる手形サイトを用いた場合の割引・割増率 
通常よりも短い手形サイトを用いた場合の割引率 
全回答  最小値  25%点  中位点  75%点  最大値  平均値  標準偏差 
101社  0  0  0  1.9  87940.4  1747.2  12312.1 
通常よりも長い手形サイトを用いた場合の割増率 
全回答  最小値  25%点  中位点  75%点  最大値  平均値  標準偏差 























場合には、 支払金額を何%以上割り引いてもらう必要があるか」 という仮定の質問を行った。  
 
表１－１４  請求書受取時点で支払いをした場合に求める割引率 
買掛金の場合 
全回答（社）  最小値  25%点  中位点  75%点  最大値  平均値  標準偏差 
2179  3.7  43.3  81.1  218.9  1.28*10^17  1.18*10^14  3.89*10^15 
手形の場合   
全回答（社）  最小値  25%点  中位点  75%点  最大値  平均値  標準偏差 








































5,591   3,903   717   971  






全体で見ると、 「他社からも購入している」 と答えた企業が 3,903 社であり、 全体の 69,8%


























5,579   5,015   118   274   172  




















表１－１７  購入状態と企業間信用の期間 
  
  
全回答  1～10 日 11～20 日 21～30 日 31～40 日 41～50 日  51 日以上
2,354   153   410   1,032   314   124   321  
他社からも購入している 
100.0   6.5  17.4  43.8  13.3  5.3   13.6 
418   28   70   185   59   24   52   他社からも購入できる（現
在はなし）  100.0   6.7  16.7  44.3  14.1  5.7   12.4 
609   43   122   253   66   27   98   主要仕入先のみから購入




の場合、それ以外の場合と比べて期間が 1 日から 20 日までの短期になっている確率がやや
高い。これは、交渉力が期間に影響を与えるという仮説と整合的である。ただし、期間が16 
 








表１－１８  納入実態と企業間信用の期間 
  
  
全回答  1～10 日 11～20 日 21～30 日 31～40 日 41～50 日  51 日以上
3,034   204   544   1,312   400   156   418  
他社にも納入している 
100.0   6.7  17.9  43.2  13.2  5.1   13.8 
74   4   7   38   12   4   9   他社にも納入できる 
（現在はなし）  100.0   5.4  9.5  51.4  16.2  5.4   12.2 
173   15   35   75   13   8   27  
貴社のみに納入している
100.0   8.7  20.2  43.4  7.5  4.6   15.6 
94   3   17   39   14   6   15  
わからない 
100.0   3.2  18.1  41.5  14.9  6.4   16.0 
注）上段：回答社数、下段：構成比(％)。 
 





















表１－１９  担保の有無 
（質問「主要仕入先に対して担保を提供していますか」への回答） 
  全回答  あり  なし 
5,628   815   4,813  
全体 






表１－２０  担保の有無（回答企業業種別） 
（質問「主要仕入先に対して担保を提供していますか」への回答） 
  全回答  あり  なし 
1,304   89   1,215  
建設業 
100.0   6.8  93.2  
1,407   91   1,316  
製造業 
100.0   6.5  93.5  
141   5   136  
情報通信業 
100.0   3.5  96.5  
160   7   153  
運輸業 
100.0   4.4  95.6  
1,225   360   865  
卸売業 
100.0   29.4  70.6  
611   216   395  
小売業 
100.0   35.4  64.6  
106   5   101  
不動産業 
100.0   4.7  95.3  
27   1   26  
飲食業 
100.0   3.7  96.3  
612   32   580  
その他 









表１－２１  担保の有無（主要仕入先企業業種別） 
（質問「主要仕入先に対して担保を提供していますか。」への回答。） 
  全回答  あり  なし 
435   19   416  
建設業 
100.0   4.4  95.6 
1,755   370   1,385  
製造業 
100.0   21.1  78.9 
127   23   104  
情報通信業 
100.0   18.1  81.9 
60   3   57  
運輸業 
100.0   5.0  95.0 
585   100   485  
総合商社 
100.0   17.1  82.9 
944   107   837  
専門商社 
100.0   11.3  88.7 
850   97   753  
その他卸売業 
100.0   11.4  88.6 
205   18   187  
小売業 
100.0   8.8  91.2 
23   0   23  
不動産業 
100.0   0.0  100.0 
6   1   5  
飲食業 
100.0   16.7  83.3 
456   58   398  
その他 




























































5,404   352   182   212   3,892  189   208   47   401  
全企業 
6.5   3.4  3.9  72.0  3.5  3.8   0.9   7.4 
1,245   91   60   41   890   48   38   14   84  
建設業 
7.3   4.8  3.3  71.5  3.9  3.1   1.1   6.7 
1,331   55   35   51   1,016  46   51   15   87  
製造業 
4.1   2.6  3.8  76.3  3.5  3.8   1.1   6.5 
139   13   2   5   97   1   8   0   14  
情報通信業 
9.4   1.4  3.6  69.8  0.7  5.8   0.0   10.1 
168   6   7   6   118   12   7   0   12  
運輸業 
3.6   4.2  3.6  70.2  7.1  4.2   0.0   7.1 
1,152   78   36   44   837   36   48   9   78  
卸売業 
6.8   3.1  3.8  72.7  3.1  4.2   0.8   6.8 
579   46   25   35   393   16   25   4   44  
小売業 
7.9   4.3  6.0  67.9  2.8  4.3   0.7   7.6 
129   4   3   4   85   10   5   1   18  
不動産業 
3.1   2.3  3.1  65.9  7.8  3.9   0.8   14.0 
27   3   0   0   16   1   2   0   6  
飲食業 
11.1   0.0  0.0  59.3  3.7  7.4   0.0   22.2 
600   54   13   24   414   18   22   4   58  
その他 







はどの業種においても見られる。 上位は製造業の 76.3％、 卸売業の 72.7％と建設業 71.5%、




割合はいずれも 7 割を超える。 
主要仕入先に対するサイト長期化要請の割合は、飲食業の 11.1%、その他の 9％、情報通
信業の 9.4％と小売業の 7.9％の順となっている。主要仕入先に対する返済額減額要請を加







































284   43   23   19   148   10   13   4   32   1 億円 
以下  100.0  15.1   8.1  6.7  52.1  3.5  4.6   1.4   11.3 
791   70   39   35   537   33   25   5   58   1 億円超
3 億円 
以下 100.0  8.8   4.9  4.4  67.9  4.2  3.2   0.6   7.3 
1,451   108   54   56   1,057  50   56   11   81   3 億円超
10 億円
以下 100.0  7.4   3.7  3.9  72.8  3.4  3.9   0.8   5.6 
1,659   77   47   67   1,228  66   59   22   112   10 億円
超5 0億
円以下 100.0  4.6   2.8  4.0  74.0  4.0  3.6   1.3   6.8 
466   21   4   14   354   10   25   1   43   50 億円
超 100 億
円以下 100.0  4.5   0.9  3.0  76.0  2.1  5.4   0.2   9.2 
633   23   10   16   484   17   25   3   64   100 億円









売上高 100 億円超の企業グループでは、 一時的な資金繰りの悪化の対処法として、 79.1%
の企業がメインバンクに借入や返済の延期を要請するのに対し、主要仕入先にサイト短縮
や支払額減額を要請する割合は 5.2％に過ぎず、主要販売先にサイト短縮を要請した企業を
入れても 7.7％程度である。一方、売上高 1 億円未満の小規模企業グループに関しては、メ
インバンクに借入や返済の延期を要請する割合は 55.6％、主要仕入先と主要販売先に頼る21 
 








































543   56   32   28   324   18   20   8   66  
1～5 人 
100.0  10.3   5.9   5.2  59.7  3.3  3.7   1.5   12.2 
1,619   141   67   70   1,150   53   49   14   93   6～20
人  100.0  8.7   4.1   4.3  71.0  3.3  3.0   0.9   5.7 
1,155   70   40   53   826   54   49   9   75   21～50
人  100.0  6.1   3.5   4.6  71.5  4.7  4.2   0.8   6.5 
700   33   18   20   526   22   29   9   52   51～
100 人  100.0  4.7   2.6   2.9  75.1  3.1  4.1   1.3   7.4 
887   31   13   21   697   23   39   5   67   101～
300 人  100.0  3.5   1.5   2.4  78.6  2.6  4.4   0.6   7.6 
373   12   5   14   277   14   18   1   38   301 人

















































416   42   26   8   273   21   14   7   32  
建設業 
100.0  10.1   6.3   1.9  65.6  5.0  3.4   1.7   7.7 
1,648   103   52   62   1,191   54   63   15   135  
製造業 
100.0  6.3   3.2   3.8  72.3  3.3  3.8   0.9   8.2 
116   8   4   4   83   2   8   0   9   情報通
信業  100.0  6.9   3.4   3.4  71.6  1.7  6.9   0.0   7.8 
60   3   0   2   42   3   3   1   9  
運輸業 
100.0  5.0   0.0   3.3  70.0  5.0  5.0   1.7   15.0 
539   35   22   26   394   20   16   5   27   総合商
社  100.0  6.5   4.1   4.8  73.1  3.7  3.0   0.9   5.0 
883   36   24   36   670   24   39   11   51   専門商
社  100.0  4.1   2.7   4.1  75.9  2.7  4.4   1.2   5.8 
808   65   27   36   578   30   31   3   52   その他
卸売業  100.0  8.0   3.3   4.5  71.5  3.7  3.8   0.4   6.4 
197   14   6   16   136   6   6   2   14  
小売業 
100.0  7.1   3.0   8.1  69.0  3.0  3.0   1.0   7.1 
28   3   1   1   15   0   3   0   5   不動産
業  100.0  10.7   3.6   3.6  53.6  0.0  10.7   0.0   17.9 
5   0   0   0   3   0   1   0   1  
飲食業 
100.0  0.0   0.0   0.0  60.0  0.0  20.0   0.0   20.0 
441   27   15   15   310   20   16   3   41  
その他 
































































以下では、本調査で明らかになった、借入金融機関の特徴（第 1 節） 、借入金融機関とのリ








表１－２６  借入している金融機関数 
        回答件数  計  0 行  1 行  2 行  3 行  4～5 行  6 行以上 
5,533   654   889   1,011   898   1,162   919  
全体 





表１－２７  金融機関からの総借入額 












4,843   958   587   1,077   1,077   671   473  
全体 









表１－２８  メインバンクと位置づける金融機関 
        回答件数  計  借入額１位の金融機関 借入額２位の金融機関 その他の金融機関 
5,033   3,749   641   643  
全体 





表１－２９  借入額残高 












4,472   1,178   693   1,116   918   375   192  
1 位の金融機関 
100.0   26.3  15.5  25.0  20.5  8.4   4.3 
3,636   1,539   518   733   594   168   84  
2 位の金融機関 









表１－３０  固定預金・定期預金 










3,685   677   783   673   343   463   746  
1 位の金融機関 
100.0   18.4   21.2  18.3  9.3  12.6   20.2 
3,038   894   753   505   288   287   311  
2 位の金融機関 
100.0   29.4   24.8  16.6  9.5  9.4   10.2 
 
表１－３１によると、 １位の金融機関との取引年数は 60％が 20 年を超えている一方、 ２
位の金融機関との取引年数が 20 年を超えている企業の割合は 45％と、 １位の金融機関との
リレーションシップの長さは２位の金融機関と比べやや長めである。 
 
表１－３１  取引年数 
        回答件数  計  ～5 年  6～10 年  11～20 年 21～30 年 31～40 年  41 年～ 
4,164   380   480   765   838   835   866  
1 位の金融機関 
100.0   9.1  11.5  18.4  20.1  20.1   20.8 
3,456   671   542   673   624   495   451  
2 位の金融機関 
100.0   19.4  15.7  19.5  18.1  14.3   13.0 
 
表１－３２によると、取引支店との距離は１位、２位の間で大きな差はなく約８割の企
業が 10 キロ未満の支店と取引している。 
 
表１－３２  金融機関の取引支店との距離 










4,537   516   854   2,359   499   113   196  
1 位の金融機関 
100.0   11.4  18.8  52.0  11.0  2.5   4.3 
4,030   350   720   2,046   534   137   243  
2 位の金融機関 








表１－３３  借入以外の取引状況 












4,316   3,974   2,656   1,110   338   870  
1 位の金融機関 
  92.1  61.5  25.7  7.8   20.2 
3,243   2,760   1,244   564   84   644  
2 位の金融機関 







表１－３４  業況への知識 
        回答件数  計  よく知っている やや知っている 普通  あまり知らない  知らない 
4,921   3,934   561   354   52   20  
1 位の金融機関 
100.0   79.9  11.4  7.2  1.1   0.4 
4,311   2,921   723   497   128   42  
2 位の金融機関 
100.0   67.8  16.8  11.5  3.0   1.0 
4,385   1,936   971   1,152   226   100  
主要仕入先 
100.0   44.2  22.1  26.3  5.2   2.3 
4,232   1,119   833   1,490   468   322  
主要販売先 






表１－３５  資金繰りへの知識 
        回答件数  計  よく知っている やや知っている 普通  あまり知らない  知らない 
4,908   3,655   666   446   95   46  
1 位の金融機関 
100.0   74.5  13.6  9.1  1.9   0.9 
4,302   2,493   843   646   239   81  
2 位の金融機関 
100.0   57.9  19.6  15.0  5.6   1.9 
4,328   859   629   1,451   752   637  
主要仕入先 
100.0   19.8  14.5  33.5  17.4   14.7 
4,185   413   378   1,364   923   1,107  
主要販売先 








表１－３６  数字に表れない強みへの知識 
        回答件数  計  よく知っている やや知っている 普通  あまり知らない  知らない 
4,713   2,202   1,076   983   334   118  
1 位の金融機関 
100.0   46.7  22.8  20.9  7.1   2.5 
4,144   1,497   1,018   1,034   430   165  
2 位の金融機関 
100.0   36.1  24.6  25.0  10.4   4.0 
4,193   1,221   987   1,299   404   282  
主要仕入先 
100.0   29.1  23.5  31.0  9.6   6.7 
4,083   877   891   1,324   524   467  
主要販売先 






表１－３７  融資担当者の接触（相対での面談）頻度 
        回答件数  計  毎日  1 週間に 1 回  1 週間に複数回  1 ヶ月に 1 回 
4,570   190   1,011   378   1,716  
1 位の金融機関 
100.0   4.2  22.1  8.3   37.5 
4,026   97   529   155   1,594  
2 位の金融機関 
100.0   2.4  13.1  3.8   39.6 
 
  2～3 ヶ月に 1 回  半年に 1 回  1 年に 1 回  1 年に 1 回未満  直接の接触はない
665   295   87   65   163  
1 位の金融機関 
14.6   6.5  1.9  1.4   3.6 
797   372   126   109   247  
2 位の金融機関 










表１－３８  交渉金融機関数（短期借入） 
        回答件数  計  0 行  1 行  2 行  3 行  4～5 行  6 行以上 
4,144   1,174   1,114   785   428   386   257  
全体 





表１－３９  交渉したが契約しなかった金融機関数（短期借入） 
        回答件数  計  0 行  1 行  2 行  3 行  4 行  5 行以上 
1,773   1,293   281   123   42   8   26  
全体 




























872   215   267   220   105   65  
全体 






















60   19   19   12   6   4  
1～5 人 
100.0   31.7  31.7  20.0  10.0   6.7 
253   76   72   63   19   23  
6～20 人 
100.0   30.0  28.5  24.9  7.5   9.1 
211   48   74   49   25   15  
21～50 人 
100.0   22.7  35.1  23.2  11.8   7.1 
145   28   42   39   26   10  
51～100 人 
100.0   19.3  29.0  26.9  17.9   6.9 
132   28   44   35   18   7  
101～300 人 
100.0   21.2  33.3  26.5  13.6   5.3 
48   8   11   17   7   5  
301 人～ 
100.0   16.7  22.9  35.4  14.6   10.4 
 
表１－４２によると、最近１年間に企業もしくは金融機関からの短期借入の打診が有っ
た割合は、１位の金融機関が 75％、２位が 70％と１位のほうがやや高い。 
 
表１－４２  企業もしくは金融機関からの借入の打診（短期借入） 
        回答件数  計  有  無 
4,262   3,187   1,075  
1 位の金融機関 
100.0   74.8  25.2  
3,485   2,421   1,064  
2 位の金融機関 
100.0   69.5  30.5  
 
  表１－４３によると最近１年間に企業もしくは金融機関からの短期借入の打診が有った
場合に企業が金融機関との交渉を開始した割合は１位の金融機関が 75％、 ２位が 70％と１
位のほうがやや高い。 
 
表１－４３  金融機関との交渉開始の有無（短期借入） 
        回答件数  計  開始した  拒絶された  断った 
3,033   2,260   94   679  
1 位の金融機関 
100.0   74.5  3.1  22.4  
2,339   1,634   89   616  
2 位の金融機関 










表１－４４  最初に提示された金利から交渉の結果の金利の下がり幅（短期借入） 
        回答件数  計  0～0.25%未満  ～0.5%未満  ～0.75%未満  0.75%以上 
1,921   1,598   220   37   66  
1 位の金融機関 
100.0   83.2  11.5  1.9  3.4  
1,376   1,160   154   24   38  
2 位の金融機関 






表１－４５  交渉時における金融機関からの担保・保証人の要求（短期借入） 
        回答件数  計  有  無 
2,196   696   1,500  
1 位の金融機関 
100.0   31.7  68.3  
1,571   453   1,118  
2 位の金融機関 





表１－４６  交渉の結果の借入の有無（短期借入） 
        回答件数  計  有  無 
2,200   2,038   162  
1 位の金融機関 
100.0   92.6  7.4  
1,578   1,421   157  
2 位の金融機関 
100.0   90.1  9.9  
 
表１－４７によると、実際の短期借入金額は１位、２位とも 3 千万円以下が約 35 %で最
頻である。分布は１位、２位ともほとんど差異がない。 
 
表１－４７  実際の借入金額（短期借入） 










1,826   644   317   301   303   101   160  
1 位の金融機関 
100.0   35.3  17.4  16.5  16.6  5.5   8.8 
1,029   355   177   200   168   54   75  
2 位の金融機関 
100.0   34.5  17.2  19.4  16.3  5.2   7.3 
 
  表１－４８によると、短期約定金利は１位の金融機関のほうが２位の金融機関に比べて






表１－４８  約定金利（短期借入） 










1,680   115   347   469   340   199   210  
1 位の金融機関 
100.0   6.8  20.7  27.9  20.2  11.8   12.5 
936   82   229   295   173   77   80  
2 位の金融機関 
100.0   8.8  24.5  31.5  18.5  8.2   8.5 
 






表１－４９  借入の契約条件（短期借入） 
        回答件数  計  担保  本人保証  第三者保証  信用保証協会保証
1,348   435   967   89   255  
1 位の金融機関 
  32.3  71.7  6.6   18.9 
695   201   542   42   78  
2 位の金融機関 
  28.9  78.0  6.0   11.2 
 
 





表１－５０  交渉金融機関数（長期借入） 
        回答件数  計  0 行  1 行  2 行  3 行  4～5 行  6 行以上 
3,831   1,387   1,063   598   304   286   193  
全体 




表１－５１  交渉したが契約しなかった金融機関数（長期借入） 
        回答件数  計  0 行  1 行  2 行  3 行  4 行  5 行以上 
1,616   1,090   278   130   61   27   30  
全体 
























668   211   158   162   83   54  
全体 




















47   17   8   9   7   6  
1～5 人 
100.0   36.2  17.0  19.1  14.9   12.8 
193   61   51   37   23   21  
6～20 人 
100.0   31.6  26.4  19.2  11.9   10.9 
156   58   34   37   11   16  
21～50 人 
100.0   37.2  21.8  23.7  7.1   10.3 
91   28   26   23   11   3  
51～100 人 
100.0   30.8  28.6  25.3  12.1   3.3 
114   33   21   32   23   5  
101～300 人 
100.0   28.9  18.4  28.1  20.2   4.4 
46   9   12   20   4   1  
301 人～ 
100.0   19.6  26.1  43.5  8.7   2.2 
 
表１－５４によると、最近１年間に企業もしくは金融機関からの長期借入の打診の有っ
た割合は、１位の金融機関が 71％、２位が 66％と１位のほうが高い。 
 
表１－５４  企業もしくは金融機関からの借入の打診（長期借入） 
        回答件数  計  有  無 
3,651   2,588   1,063  
1 位の金融機関 
100.0   70.9  29.1  
2,999   1,973   1,026  
2 位の金融機関 






た場合に企業が金融機関との交渉を開始した割合は１位の金融機関が 72％、 ２位が 65％と
１位の金融機関のほうが高い。 
 
表１－５５  金融機関との交渉開始の有無（長期借入） 
        回答件数  計  開始した  拒絶された  断った 
2,482   1,794   74   614  
1 位の金融機関 
100.0   72.3  3.0  24.7  
1,916   1,245   69   602  
2 位の金融機関 







表１－５６  最初に提示された金利から交渉の結果の金利の下がり幅（長期借入） 
        回答件数  計  0～0.25%未満  ～0.5%未満  ～0.75%未満  0.75%以上 
1,451   1,225   158   25   43  
1 位の金融機関 
100.0   84.4  10.9  1.7  3.0  
1,026   863   122   17   24  
2 位の金融機関 







表１－５７  交渉時における金融機関からの担保・保証人の要求（長期借入） 
        回答件数  計  有  無 
1,674   772   902  
1 位の金融機関 
100.0   46.1  53.9  
1,155   490   665  
2 位の金融機関 
100.0   42.4  57.6  










表１－５８  交渉の結果の借入の有無（長期借入） 
        回答件数  計  有  無 
1,684   1,546   138  
1 位の金融機関 
100.0   91.8  8.2  
1,161   1,048   113  
2 位の金融機関 





表１－５９  実際の借入金額（長期借入） 










1,428   437   262   293   253   69   114  
1 位の金融機関 
100.0   30.6  18.3  20.5  17.7  4.8   8.0 
954   319   187   187   144   53   64  
2 位の金融機関 






表１－６０  実際の長期借入期間 












1,347   63   200   31   733   286   34  
1 位の金融機関 
100.0   4.7  14.8  2.3  54.4  21.2   2.5 
902   34   187   23   505   142   11  
2 位の金融機関 





表１－６１  約定金利（長期借入） 










1,309   210   388   349   198   98   66  
1 位の金融機関 
100.0   16.0  29.6  26.7  15.1  7.5   5.0 
880   140   282   242   126   38   52  
2 位の金融機関 
100.0   15.9  32.0  27.5  14.3  4.3   5.9 









表１－６２  借入の契約条件（長期借入） 
        回答件数  計  担保  本人保証  第三者保証 
信用保証協会
保証 
1,200   388   827   77   375  
1 位の金融機関 
  32.3  68.9  6.4   31.3 
762   230   551   53   179  
2 位の金融機関 








①  以下の全ての項目において借入残高１位金融機関が２位金融機関上回っている。 
z  固定預金・定期預金の金額（表１－３０） 
z  取引年数（表１－３１） 
z  借入以外の取引状況（従業員給与振込みの指定比率） （表１－３３） 
z  企業の強みに対する認知度（表１－３４～１－３６） 
z  融資担当者の接触頻度（表１－３７） 














第３章  信用保証制度の実態 
 
１．はじめに 





















た。制度改正後の保証料率は、無担保の場合で 0.5～2.2％の範囲で 9 段階に設定され、リ
スクが高い企業ほど保証料率が高くなることとされている（平均的な料率は制度改正前と
同じ 1.35％） 。 
制度改正の第二のポイントは、信用保証協会と金融機関との責任分担割合の見直しであ
る。これまで日本では、一部の保証プログラムを除き、原則として信用保証協会が融資額
を 100％保証してきた。 このため、 民間金融機関がリスク負担を公的部門に転嫁する逆選択
がやはり懸念されてきた。一方、欧米では公的保証機関の保証割合が 5 割から 8 割程度と
なっている国が多く、信用保証貸出においても民間金融機関が与信リスクを部分的に負担
している。そこで、2007 年 10 月より、民間金融機関が信用リスクの 2 割相当を負担する
責任共有制度が導入された4。 
                                                  














（１）  中小企業の資金調達環境 
はじめに「企業・金融機関との取引実態調査」が行われた 2008 年 2 月時点における中小
企業の資金調達環境を簡単に振り返っておこう。 
日本銀行「全国企業短期経済観測調査」の貸出態度判断 D.I.（ 「緩い」－「厳しい」 ） 、資
金繰り判断 D.I.（ 「楽である」－「苦しい」 ）によれば、中小企業の資金調達環境は、2006
年をピークに悪化傾向にあり、 最近の 2008 年 9 月調査時点ではともにマイナス超に転じて
いる。ただし、各 D.I.の水準を金融危機によって既往ボトムを記録した 98 年 12 月調査と
比較すると、貸出態度（08 年 9 月：▲3、98 年 12 月：▲22） 、資金繰り（08 年 9 月：▲11、
98 年 12 月：▲25）ともになお高く、最悪期に比べれば若干の余裕がある状況といえる。 
また、本調査における「借入額１位の金融機関との最近１年間の取引状況」に関する回
答結果からみても、 中小企業の資金調達環境は、 巷間指摘されるほど厳しいとはいえない。
たとえば最近 1 年間に借入額 1 位の金融機関に短期借入の打診をした、ないし打診を受け




たが借入しなかった企業ともに、 売上高 1 億円以下 （交渉拒絶：10.5％、 借入せず：14.1％） 、




                                                                                                                                                  
融機関が信用コストの 2 割相当の負担金を事後的に信用保証協会に納付する「負担金方式」の 2
種類の方法があり、当面は金融機関自身がどちらかを選択することとなっている。 40 
 
（２）  中小企業向け政策金融の利用状況 
次に、 本調査における中小企業向け政策金融の利用状況について概観する。 本調査では、
中小企業向け政策金融として、政府系中小企業金融機関による貸付（直接貸付） 、信用保証
貸付、地方自治体の制度融資の 3 つについて利用状況を質問している。 
利用率についてみると、回答企業のうちほぼ半分弱の企業が、直接貸付、信用保証貸付
を利用している。 また、 地方自治体の制度融資の利用率は 2 割強程度である （表１－６３） 。
制度融資の詳細は各自治体によって異なっていると考えられるが、その中心となるのは、
各都道府県の信用保証協会による保証と、自治体が民間金融機関に対して行う預託金の拠
出、ないしは利子補給金の交付の 2 つであるといわれている5。 









3,376 1,629 364 44 1,101 238
100.0 48.3 10.8 1.3 32.6 7.0
3,465 1,623 398 16 1,194 234
100.0 46.8 11.5 0.5 34.5 6.8
3,020 720 278 61 1,521 440


















された」企業の比率は、直接貸付で 5.5％、信用保証で 5.4％、制度融資で 2.2％ときわめて
低い。 
                                                  
5  深澤映二「地方自治体の中小企業向け制度融資が直面している課題」 、国立国会図書館調査及















































































































































○  信用保証貸付は主に長期借入において用いられている。 
まず融資期間については、信用保証貸付の場合、融資期間が 1 年を超える長期貸付の比
率が相対的に高いのが特徴である。信用保証貸付を利用している企業 1,449 社のうち、短









なお、信用保証付き短期貸付の平均借入期間は 8 か月（中央値：6 か月） 、同長期貸付の
平均借入期間は 75 か月（中央値：60 か月）である。 













                                                  
6  大手民間銀行 6 行（みずほ、三菱東京 UFJ、三井住友、りそな、みずほコーポレート、埼玉
りそな）の長期貸出の固定比率は 36.3％である（2008 年 3 月期各行ディスクロージャー資料よ

































































































































表１－６６  信用保証貸付における約定金利（固定・変動別） 
全回答（社） 平均値 中央値 最大値 最小値 標準偏差
固定金利 137 2.480 2.400 5.200 0.850 0.816
変動金利 45 2.823 2.750 4.500 1.700 0.727
固定金利 655 2.156 2.000 14.600 0.150 0.885

























244 154 43 18 15 3 11
100.0 63.1 17.6 7.4 6.1 1.2 4.5
1,063 389 205 173 173 56 67












217 8 15 53 44 49 48
100.0 3.7 6.9 24.4 20.3 22.6 22.1
1,005 57 181 270 238 126 133
100.0 5.7 18.0 26.9 23.7 12.5 13.2
＜担保・保証条件（複数回答）＞
全回答 担保 本人保証 第三者保証
255 43 123 11
16.9 48.2 4.3















362 206 70 62 19 4 1
100.0 56.9 19.3 17.1 5.2 1.1 0.3
816 206 172 181 163 37 57












3 3 1 3 97 78 15 44 23 8
100.0 11.8 23.3 24.5 16.3 12.7 11.5
762 115 233 222 113 54 25
100.0 15.1 30.6 29.1 14.8 7.1 3.3
＜担保・保証条件（複数回答）＞
全回答 担保 本人保証 第三者保証
375 57 188 26
15.2 50.1 6.9




















円以下の企業の比率が、長期借入では 5 割超、短期借入では 6 割超と、いずれも高くなっ




















0％、標準偏差は 0.498 である。 
表１－６８  信用保証貸付金利と借入額 1 位の金融機関からの借入金利との差 
全回答（社） 平均値 中央値 最大値 最小値 標準偏差
短期借入 100 -0.028 0.000 2.472 -1.625 0.498





                                                  




















と回答した企業が 6 割程度と最も多く、次いで「上昇」した企業が 3 割程度、 「低下」した
企業が 1 割程度となっている。 
最後に、金融機関の貸出態度については、 「変わらない」と答えた企業が 6 割程度と最も














1,662 925 381 356
100.0 55.7 22.9 21.4
1,651 757 765 129
100.0 45.9 46.3 7.8
1,621 497 960 164
100.0 30.7 59.2 10.1
1,651 325 1,009 317















①06 年 3 月以前、②可変保証料率制度が導入された 06 年 4 月から責任共有制度が導入さ
れるまでの 07 年 9 月以前、 ③責任共有制度が導入された 07 年 10 月以後、 に分けてみる （表
１－７０） 。 48 
 
表１－７０  最近 3 年間における信用保証貸付の変化（利用時期別） 
＜残高＞
全回答 減少 変わらず 増加
568 416 87 65
100.0 73.2 15.3 11.4
548 248 154 146
100.0 45.3 28.1 26.6
457 172 130 155
100.0 37.6 28.4 33.9
＜金利＞
全回答 上昇 変わらず 低下
558 241 287 30
100.0 43.2 51.4 5.4
553 264 240 49
100.0 47.7 43.4 8.9
453 239 170 44
100.0 52.8 37.5 9.7
＜保証料率＞
全回答 上昇 変わらず 低下
551 140 366 45
100.0 25.4 66.4 8.2
542 186 295 61
100.0 34.3 54.4 11.3
449 174 214 61
100.0 38.8 47.7 13.6
＜金融機関の貸出態度＞
全回答 厳しくなった 変わらない 緩やかになった
556 108 351 97
100.0 19.4 63.1 17.4
555 109 336 110
100.0 19.6 60.5 19.8
459 107 263 89

































○  信用保証貸付の利用率は小規模企業ほど高い。 
○  信用保証貸付は主に長期借入において用いられている。 










                                                  





第Ⅱ部  金融危機下における企業・金融機関との関係 
第１章  経営環境の変化と企業の対応 
  本章では、世界的な信用収縮と需要減退が生じたとされる 2008 年秋以降における、中小
企業を取り巻く経営環境の変化と対応について述べる。経営環境の変化については、日銀
短観をはじめとする各種景況調査によって、業況感や資金繰りに関する企業の認識が DI な





（１）  現在の経営環境 
  まず、調査時点（2009 年 2 月時点）における企業の経営環境について尋ねた。具体的に
は、業況感、資金繰り、販売先・仕入先との関係、借入額 1 位金融機関・同 2 位金融機関・
その他金融機関の貸出態度に係る企業側の認識を、 「良い」 「普通」 「悪い」の選択肢の中か
ら回答してもらった（表２－１） 。 
 
表２－１  現在の業況感 
     
回答件数 
計 
良い  普通  悪い  DI 
4,054   98   845   3,111     
業況感 
100.0   2.4  20.8  76.7  ▲ 74.3 
4,054   340   2,476   1,238     
資金繰り 
100.0   8.4  61.1  30.5  ▲ 22.2 
4,036   383   2,699   954     
販売先との関係 
100.0   9.5  66.9  23.6  ▲ 14.1 
4,025   479   3,209   337     
仕入先との関係 
100.0   11.9  79.7  8.4  3.5  
3,691   1,021   2,337   333      借入額 1 位の金融機関の貸
出態度  100.0   27.7  63.3  9.0  18.6  
3,339   803   2,177   359      借入額 2 位の金融機関の貸
出態度  100.0   24.0  65.2  10.8  13.3  
3,156   606   2,126   424     
その他金融機関の貸出態度 











  業況感は非常に厳しい一方で、金融機関との関係、仕入先との関係については、借入額 1
位金融機関との関係（+18.6） 、2 位金融機関との関係（+13.3） 、その他金融機関との関係
（+5.8） 、仕入先との関係（+3.5）というように DI がプラスになっている。金融機関との
関係がそれほど厳しいと認識されていないのは、2007 年までの景気回復局面において、不
良債権の処理を一段落させた金融機関の融資姿勢の積極化を反映していると考えられる。





（２）  2008 年 9 月からの経営環境の変化 
 
表２－２  2008 年 9 月からの経営環境の変化 
     
回答件数 
計 
好転  変わらず  悪化  DI 
4,030   103   1,072   2,855     
業況感 
100.0   2.6  26.6  70.8  ▲ 68.3 
4,027   129   2,606   1,292     
資金繰り 
100.0   3.2  64.7  32.1  ▲ 28.9 
4,003   97   2,820   1,086     
販売先との関係 
100.0   2.4  70.4  27.1  ▲ 24.7 
3,989   119   3,478   392     
仕入先との関係 
100.0   3.0  87.2  9.8  ▲ 6.8 
3,672   248   3,067   357      借入額 1 位の金融機関の貸
出態度  100.0   6.8  83.5  9.7  ▲ 3.0 
3,330   187   2,795   348      借入額 2 位の金融機関の貸
出態度  100.0   5.6  83.9  10.5  ▲ 4.8 
3,156   152   2,570   434     
その他金融機関の貸出態度 
100.0   4.8  81.4  13.8  ▲ 8.9 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 
前項で取り上げた指標について、2008 年 9 月との比較で「好転」 「変わらず」 「悪化」の
いずれに当てはまるかを尋ねた（表２－２） 。今回質問した全ての指標で、 「好転」と答え
た企業の比率よりも「悪化」と答えた企業の比率が高くなり、DI の全体の値はマイナスと
なった。 指標毎に見ると、 最も DI のマイナス幅の大きいものは、 業況感 （▲68.3） であり、






  一方、比較的 DI のマイナスの程度が小さい指標としては、借入額 1 位金融機関との関係




（３）  販売先との関係で生じた変化 
  2008 年 9 月以降に経験した経営環境変化の具体的内容について、販売先、仕入先、借入





































4,030   1,131   462   2,887   1,411   384   122   205   695  































3,971   187   1,131   132   79   216   2,559  




  それぞれの企業にとっての借入額 1 位金融機関、借入額 2 位金融機関、その他金融機関
との関係について、生じた変化に関する回答を得ている（表２－５） 。 
 













3,680   195   36   245   308   借入額１位
の金融機関    5.3   1.0  6.7  8.4 
3,281   171   37   229   249   借入額２位
の金融機関    5.2   1.1  7.0  7.6 
3,057   207   40   225   183   その他の金
融機関    6.8   1.3  7.4  6.0 












238   83   86   28   2,861   借入額１位
の金融機関  6.5   2.3   2.3  0.8  77.7 
191   60   58   18   2,618   借入額２位
の金融機関  5.8   1.8   1.8  0.5  79.8 
174   55   44   15   2,435   その他の金













入額 1 位、2 位、その他金融機関でそれぞれ、77.7%、79.8%、79.7%） 。販売先との関係が
「特に変化なし」と回答する企業の比率（17.2%） 、主要仕入先との関係が「特に変化なし」












表２－６  取引先との関係での変化の有無 
  グループ      ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧ 
販売先     ○  ○  ×  ○  ○  ×  ×  × 
仕入先     ○  ○  ○  ×  ×  ○  ×  × 
金融機関     ○  ×  ○  ○  ×  ×  ○  × 
                  
    回答件数  計 ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧ 
3596  767  688  52  610  927  78  149  325 
全体 




























62  51  16  9  213 
1 億円以下 
29.1   23.9   7.5  4.2  100.0 
161  98  30  48  565  1 億円超 3
億円以下  28.5   17.3   5.3  8.5  100.0 
222  224  40  93  992  3 億円超 10
億円以下  22.4   22.6   4.0  9.4  100.0 
201  328  37  110  1106  10億円超50
億円以下  18.2   29.7   3.3  9.9  100.0 
43  88  7  29  265  50 億円超
100 億円以
下  16.2   33.2   2.6  10.9  100.0 
54  125  16  30  382 
100 億円超 
14.1   32.7   4.2  7.9  100.0 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 












建設業  223  193  47  58  843 
    26.5   22.9   5.6  6.9  100.0 
製造業  173  236  31  73  883 
    19.6   26.7   3.5  8.3  100.0 
情報通信業  8  41  2  14  92 
    8.7   44.6   2.2  15.2  100.0 
運輸業  26  29  3  10  117 
    22.2   24.8   2.6  8.6  100.0 
卸売業  176  213  23  48  777 
    22.7   27.4   3.0  6.2  100.0 
小売業  74  97  17  43  377 
    19.6   25.7   4.5  11.4  100.0 
不動産業  17  21  6  18  90 
    18.9   23.3   6.7  20.0  100.0 
飲食業  3  0  0  3  12 
    25.0   0.0   0.0  25.0  100.0 
その他  67  97  20  58  405 









表２－９  態度を一変させた金融機関の有無 
     
回答件数 
計 
ある  ない 
3,555   461   3,094  
全体 





行・第二地方銀行（39.6%）で全体の 8 割以上を占める一方で、信用金庫（8.8%） 、政府系
金融機関(5.0%)、信用組合(0.4%)はわずかである（表２－１０） 。今回の調査対象サンプル

















457   195   181   40   2   23   16  
全体 
100.0   42.7   39.6  8.8  0.4  5.0   3.5 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％） 
 











3272  595  1703  437  37  403  97  借入額 1 位
の金融機関  100.0   18.2   52.0  13.4  1.1  12.3   3.0 
2624  560  1077  325  37  508  117  借入額 2 位
の金融機関  100.0   21.3   41.0  12.4  1.4  19.4   4.5 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。2009 年に回答した企業について、2008 年調査を用いて計算した。 
 
  態度を一変させた金融機関と企業との取引年数は、短い場合が多い。10 年以下（44.3%）
と 11 年以上 20 年以下（17.6%）で全体の 6 割超を占めている（表２－１２） 。特に、5 年57 
 
以下と回答した企業も 2 割超存在する。2008 年 2 月調査で、借入額 1 位金融機関との取引






表２－１２  態度を一変させた金融機関との取引期間 
回答件数  計  2 年以下  3～5 年  5～10 年 11～20 年 21～30 年 31～40 年 41～50 年  51 以上 
420  24  67  95  74  79  41  25  15 


































4,008   861   628   310   129   324   146   886   1,884  




  主要仕入先との関係で実際に取った対応としては、価格引き下げ（22.7%） 、仕入数量の










ことによって対応する企業は、調査対象企業の 4 割弱となっている。 
 



















3,961   636   901   58   22   57   399   2,448  





う回答よりも多い（表２－１５） 。借入額 1 位金融機関からの借入（29.9%） 、信用保証付き





















表２－１５  金融機関に対して、2008 年 9 月以降に実際に取った対応（複数回答可） 





















3,889   1,163   130   638   69   368   37  
全体 
  29.9  3.3  16.4  1.8   9.5  1.0 
続き          

















745   323   13   363   84   401   1,787  
全体 

























246   59   22   18   8   11   5  
1 億円以下 
  24.0  8.9  7.3  3.3   4.5  2.0 
610   181   31   68   14   22   5  
1 億円超 3 億円以下 
  29.7  5.1  11.1  2.3   3.6  0.8 
1,070   315   36   141   24   61   12  
3 億円超 10 億円以下 
  29.4  3.4  13.2  2.2   5.7  1.1 
1,171   371   25   236   13   141   9  
10 億円超 50 億円以下 
  31.7  2.1  20.2  1.1   12.0  0.8 
305   99   2   70   1   48   1  
50 億円超 100 億円以下 
  32.5  0.7  23.0  0.3   15.7  0.3 
408   114   9   94   5   80   4  
100 億円超 
  27.9  2.2  23.0  1.2   19.6  1.0 
続き          

















42   17   1   4   0   12   129  
1 億円以下 
17.1   6.9  0.4  1.6  0.0   4.9  52.4 
165   53   5   35   8   42   272  
1 億円超 3 億円以下 
27.0   8.7  0.8  5.7  1.3   6.9  44.6 
232   77   3   86   20   78   500  
3 億円超 10 億円以下 
21.7   7.2  0.3  8.0  1.9   7.3  46.7 
221   108   1   133   15   138   524  
10 億円超 50 億円以下 
18.9   9.2  0.1  11.4  1.3   11.8  44.7 
43   28   1   38   8   42   151  
50 億円超 100 億円以下 
14.1   9.2  0.3  12.5  2.6   13.8  49.5 
25   32   1   61   30   84   180  
100 億円超 
6.1   7.8  0.2  15.0  7.4   20.6  44.1 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 60 
 
第２章  主要仕入先企業との関係と企業間信用 
  第Ⅰ部第 1 章では、2008 年 2 月時点の調査に基づき、主要仕入先との関係と企業間信用
の実態を概説した。本章では、それ以降の金融危機や景気後退を踏まえて、主要仕入先と
の関係や企業間信用の供与の仕方にどのような変化が生じたかについて述べる。2008 年 2
月調査と 2009 年 2 月調査共に回答している企業 4,095 社について、 これら企業が同じ設問
にどのように回答したかなどを比較する。 
   
１. 主要仕入先企業の変更 
  全体の 3.5%に相当する企業が、過去 1 年間に主要仕入先を変更したと回答した（表２－
１６） 。小規模企業では、規模の大きな企業に比して、主要仕入先の変更が比較的頻繁に行
われていることが分かる。また、2008 年調査と 2009 年調査に共通して回答している企業




表２－１６  最近 1 年間の主要仕入先の変更 
        回答件数  計  ある  ない 
3,931   139   3,792  
全体 




        回答件数  計  ある  ない 
240   13   227  
1 億円以下 
100.0  5.4  94.6 
632   25   607  
1 億円超 3 億円以下 
100.0  4.0  96.0 
1,072   40   1,032  
3 億円超 10 億円以下 
100.0  3.7  96.3 
1,194   37   1,157  
10 億円超 50 億円以下 
100.0  3.1  96.9 
302   5   297  
50 億円超 100 億円以下 
100.0  1.7  98.3 
403   16   387  
100 億円超 











10 年以下  11～20 年  21～30 年  31～40 年  41～50 年  51 年以上 
3339  708  793  753  585  325  175 
2008 年 
100.0   21.2  23.7  22.6  17.5  9.7   5.2 
3277  600  816  789  569  337  166 
2009 年 




  直近の決算期における年間仕入額と主要仕入先からの年間仕入額を、2008 年 2 月時点と
2009 年 2 月時点でそれぞれ比較した（表２－１８および表２－１９） 。2008 年 2 月時点と
2009 年 2 月時点で判明している決算情報は、前年の 2007 年 9 月期決算までと 2008 年 9
月期決算までの動向を反映している場合が多数であり、両者の比較は、2007 年から 2008
年秋にかけての変化を捉えたものと理解することができる。回答企業の分布を見ると、全



















3536  750  685  860  817  195  229 
2008 年調査 
100.0   21.2   19.4  24.3  23.1  5.5   6.5 
3653  750  708  885  866  197  247 
2009 年調査 
100.0   20.5   19.4  24.2  23.7  5.4   6.8 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 















3411  1625  775  540  349  59  63 
2008 年調査 
100.0   47.6   22.7  15.8  10.2  1.7   1.8 
3541  1600  816  588  404  63  70 
2009 年調査 
100.0   45.2   23.0  16.6  11.4  1.8   2.0 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 









  主要仕入先からの仕入額と、全体の仕入額に占める主要仕入先のシェアは、直近 1 年間
で低下する傾向にあることが分かる。 
 
表２－２０  1 年前（2008 年 2 月）と現在（2009 年 2 月）を比較したときの変化 
     
回答件数 
計 
かなり増加 やや増加  変化なし  やや減少  かなり減少
3,848   167   601   1,058   1,238   784  
全体の仕入れ額 
100.0   4.3  15.6  27.5  32.2   20.4 
3,822   160   576   1,232   1,137   717  
主要仕入先からの仕入額 
100.0   4.2  15.1  32.2  29.7   18.8 
3,790   101   531   1,913   881   364   主要仕入先が全体の仕入額













表２－２１  主要取引先に対する代金の最終的な決済方法（複数回答可） 







3678  2445  1578  106  469  418 
2008 年調査 
    66.5  42.9  2.9   12.8  11.4 
3836  2468  1594  130  327  381 
2009 年調査 










間）を 2008 年 2 月時点と 2009 年 2 月時点で比較したところ、いずれについても、10 日以
下のサイトの比率が減少し、51 日以上のサイトの比率が増加している（表２－２２および
表２－２３） 。買掛金を使用する企業に限れば、第 1 章 2 節(2)で見たような、買掛金サイト
の長期化を裏付ける結果が得られている。 
 




1～10 日  11～20 日  21～30 日  31～40 日  41～50 日  51 日以上 
2345  166  410  1046  315  120  288 
2008 年調査 
100.0   7.1   17.5  44.6  13.4  5.1   12.3 
2396  141  397  1089  300  123  346 
2009 年調査 
100.0   5.9   16.6  45.5  12.5  5.1   14.4 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 




1～10 日  11～20 日  21～30 日  31～40 日  41～50 日  51 日以上 
1478  84  330  712  134  39  179 
2008 年調査 
100.0   5.7   22.3  48.2  9.1  2.6   12.1 
1509  82  336  676  132  41  242 
2009 年調査 





決済する場合に支払額を割増する規定がそれぞれ存在する。2008 年 2 月時点から 2009 年
2 月時点への変化を見ると、早期支払割引規定の存在する企業の比率が低下し、割引率も
1%以下の比率が増加している（表２－２４および表２－２５） 。10  一方で、遅延損害規定





                                                  








ある  ない 
2250  152  2098 
2008 年調査 
100.0   6.8   93.2 
2345  145  2200 
2009 年調査 
100.0   6.2   93.8 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 




1%以下  1%超 2%以下 2%超 3%以下 3%超 
116  37  55  19  5 
2008 年調査 
100.0   31.9   47.4  16.4  4.3 
109  40  49  11  9 
2009 年調査 
100.0   36.7   45.0  10.1  8.3 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 




ある  なし 
2157  168  1989 
2008 年調査 
100.0   7.8   92.2 
2281  199  2082 
2009 年調査 
100.0   8.7   91.3 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 










90  16  9  7  16  38  4 
2008 年調査 
100.0   17.8   10.0  7.8  17.8  42.2   4.4 
111  19  17  14  22  38  1 
2009 年調査 















60 日以下  61～90 日  91～120 日 121～150 日 151～180 日  181 日以上
1521  115  348  753  273  30  2 
2008 年調査 
100.0   7.6   22.9  49.5  17.9  2.0   0.1 
1533  111  367  768  261  25  1 
2009 年調査 
100.0   7.2   23.9  50.1  17.0  1.6   0.1 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 
  手形が振り出されてから最終的な支払に至るまでの期間である手形のサイトを 2008 年 2






第３章  金融機関との取引関係 
  第Ⅰ部第 2 章では、2008 年 2 月時点の調査に基づき、金融機関と企業の関係の実態を概
説した。本章では、それ以降の金融危機や景気後退を踏まえて、借入金融機関との関係や
実際の借入に際しての交渉過程にどのような変化が生じたかについて述べる。2008 年 2 月








2008 年 2 月時点から 2009 年 2 月時点にかけて、 いくつかの点で変化が生じている。 まず、
借入を行っている金融機関数は増加傾向にある（表２－２９） 。借入を行っている金融機関








0 行  1 行  2 行  3 行  4～5 行  6 行以上 
3747  404  624  702  623  811  583 
2008 年調査 
100.0   10.8   16.7  18.7  16.6  21.6   15.6 
3747  339  647  731  662  758  610 
2009 年調査 
100.0   9.0   17.3  19.5  17.7  20.2   16.3 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 
  もっとも、2008 年から 2009 年にかけての借入金融機関数の遷移行列を見ると、借入金
融機関の数を増やしている企業だけでなく減らしている企業も存在する（表２－３０） 。
2008 年の借入金融機関数が 1 行から 2 行の企業については、2009 年にかけて借入金融機




列のセル毎に計算した （表２－３１および表２－３２） 。 11  金融機関数を増やす企業ほど、
借入額 1 位金融機関からの借入打診を受ける場合が少なく、かつ、自社から金融機関に打
                                                  























196  43  8  10  3  6  266  0 行（2008
年）  73.7   16.2   3.0  3.8  1.1  2.3   100.0 
23  445  101  16  7  1  593  1 行（2008
年）  3.9   75.0   17.0  2.7  1.2  0.2   100.0 
9  77  469  105  24  1  685  2 行（2008
年）  1.3   11.2   68.5  15.3  3.5  0.1   100.0 
4  16  101  399  93  0  613  3 行（2008
年）  0.7   2.6   16.5  65.1  15.2  0   100.0 
0  6  25  114  550  97  792  4～5 行
（2008 年）  0   0.8   3.2  14.4  69.4  12.2   100.0 
2  1  1  5  70  493  572  6 行以上
（2008 年）  0.3   0.2   0.2  0.9  12.2  86.2   100.0 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 














0  14  2  4  2  2  0 行（2008
年）  -  35.9   33.3  40.0  66.7  40.0  
0  98  34  4  4  1  1 行（2008
年）  -  27.3   37.4  28.6  57.1  100.0  
0  15  130  34  8  0  2 行（2008
年）  -  23.4   33.6  37.0  38.1  0.0  
0  4  25  115  20  0  3 行（2008
年）  -  33.3   27.8  33.1  24.7  - 
0  0  4  36  175  34  4～5 行
（2008 年）  -  0.0   19.0  35.0  36.4  40.0  
0  1  0  2  26  188  6 行以上





















0  12  3  3  1  0  0 行（2008
年）  -  30.8   50.0  30.0  33.3  0.0  
0  117  35  5  1  0  1 行（2008
年）  -  32.6   38.5  35.7  14.3  0.0  
0  30  135  36  6  0  2 行（2008
年）  -  46.9   34.9  39.1  28.6  0.0  
0  3  40  130  31  0  3 行（2008
年）  -  25.0   44.4  37.5  38.3  - 
0  4  10  38  174  22  4～5 行
（2008 年）  -  66.7   47.6  36.9  36.2  25.9  
0  0  0  2  19  121  6 行以上
（2008 年）  -  0.0   0.0  40.0  30.2  27.5  




  金融機関数だけでなく、 金融機関からの総借入額も増加する傾向にある （表２－３３ａ） 。
借入額ゼロと回答した企業の比率が、2008 年時点（11.9%）から 2009 年時点（10.8%）に
かけて低下している一方、10 億円以上の借入額と回答した企業の比率が、2008 年時点
（18.8%）から 2009 年時点（20.3%）にかけて増加している。 
 
表２－３３  金融機関からの借入額 
a.  度数分布表 （全企業） 










3768  448  688  404 
2008 年調査 
100.0   11.9  18.3  10.7 
3634  393  640  411 
金融機関か
らの借入総
額  2009 年調査 
100.0   10.8  17.6  11.3 
続き       








788  733  435  272 
2008 年調査 
20.9   19.5  11.5  7.2 
752  702  443  293 
金融機関か
らの借入総
額  2009 年調査 







が、売上高 1 億円以下の小規模企業では減少していることが分かる（表２－３３ｂ） 。一部
企業における大きな借入額の変化が影響を及ぼしやすい平均値ではなく中央値でみると、
全体の借入総額は、2008 年時点の 159 百万円から 2009 年時点の 170 百万円に増加してい
る。売上高が 3 億円超の企業では、借入総額の中央値は増加傾向にあるが、1 億円超 3 億円
以下の企業では横ばい、1 億円以下の企業では 19 百万円から 16 百万円に減少している。 




b. 平均・中央値  （従業員３００人以下もしくは資本金３億円以下の企業）、単位：１００万円 
全体 
回答件数  3636  
平均  2082   2008 年調査 
中央値  159  
回答件数  3503  
平均  2806  
借入総額 
2009 年調査 
中央値  170  
売上高規模別 
     













回答件数  228   584   1038   1154   288   272  
平均  2847   146   908   1624   8031   6203   2008 年調査 
中央値  19   50   109   372   1000   1775  
回答件数  217   579   986   1111   276   266  









２. 借入額 1 位金融機関と借入額 2 位金融機関 
（１） どの金融機関がメインバンクか 
  借入額 1 位、借入額 2 位、その他金融機関のうちいずれを自社のメインバンクと位置づ
けているかを尋ねた（表２－３４） 。借入額 1 位の金融機関をメインバンクと考えている場
















3432  2553  462  417 
2008 年調査 
100.0   74.4   13.5  12.2 
3487  2695  421  371 
2009 年調査 




金融機関からの総借入額だけでなく、借入額 1 位、借入額 2 位金融機関からの借入残高
も増加する傾向にある（表２－３５ａ） 。借入残高ゼロと回答した企業の比率が、2008 年時
点 （借入額 1 位金融機関 2.4%、 2 位金融機関 5.5%） から 2009 年時点 （1 位金融機関 0.5%、
2 位金融機関 3.9%）に低下している。 
 
表２－３５ 借入金額 1 位、2 位の金融機関からの借入額 
a. 度数分布表 （全企業） 










3155  77  858  498 
2008 年調査 
100.0   2.4  27.2  15.8 




100.0   0.5  27.7  15.2 
2641  146  1094  367 
2008 年調査 
100.0   5.5  41.4  13.9 




100.0   3.9  41.8  14.8 
続き       








773  612  219  118 
2008 年調査 
24.5   19.4  2.4  3.7 




26.1   19.2  7.7  3.6 
500  379  100  55 
2008 年調査 
18.9   14.4  3.8  2.1 













ではなく中央値でみると、借入額 1 位（2 位）金融機関からの借入残高は、2008 年時点の
120（55）百万円から 2009 年時点の 128（60）百万円に増加している。一方で、売上高 1
億円以下の企業では、 借入額 1 位 （2 位） 金融機関からの借入残高は、 2008 年時点の 21 （8）
百万円から 2009 年時点の 16（8）百万円に減少または横ばいとなっている。   
b. 平均・中央値  （従業員３００人以下もしくは資本金３億円以下の企業）、単位：１００万円 
全体 









回答件数  3047   2534  
平均  738   365   2008 年調査 
中央値  120   55  
回答件数  2924   2442  
平均  974   404   2009 年調査 
中央値  128   60  
 
売上高規模別 
     













回答件数  177   496   859   994   226   237  
平均  1282   102   163   791   1081   3324   2008 年調査 
中央値  21   38   79   217   533   915  
回答件数  179   486   829   950   215   216  






中央値  16   39   85   250   631   1099  
回答件数  107   357   705   886   211   222  
平均  1592   39   66   417   424   1037   2008 年調査 
中央値  8   13   36   107   303   472  
回答件数  112   359   669   859   204   199  






中央値  8   14   34   116   300   550  
注）2009 年調査の売上高を用いて集計した。 
 
  借入額 1 位金融機関、 2 位金融機関を最近 1 年間で変更したかを尋ねたところ （表２－３





表２－３６  最近 1 年間の金融機関の変更 
     
回答件数 
計 
ある  ない 
3,436   186   3,250  
1 位の金融機関 
100.0   5.4  94.6 
2,985   260   2,725  
2 位の金融機関 




  借入額 1 位、借入額 2 位の金融機関から実際に借入を行うまでのプロセスを、短期借入
の打診、交渉開始、実際の借入の有無と借入条件に分けて尋ねた。2008 年 2 月時点調査と






（１）  借入に関する打診12 
  最近１年間における回答企業もしくは金融機関からの短期借入打診の有無については、
2008 年時点に打診ありと回答した企業の比率（75.5%）が、2009 年時点で打診ありと回答
した企業の比率（64.3%）を上回っている（表２－３７） 。第 1 章における金融機関との関
係の変化に関連して、2008 年 9 月以降、一部企業が金融機関からのセールス頻度の低下を
指摘したが、これと整合的な結果である。 








企業の比率が 2 割程度と、他業種よりもかなり低くなっている。 
 
                                                  
12 2008 年調査と 2009 年調査では、短期借入についての打診の有無については、質問内容は同
一である。一方、最終的な借入契約の有無や内容については、短期借入契約に限定して回答して




表２－３７  借入打診の有無 
        1 位の金融機関  2 位の金融機関 
        回答件数  計  有  無  回答件数  計  有  無 
2936  2217  719  2380  1680  700 
短期借入 
100.0  75.5  24.5  100.0   70.6   29.4 
2524  1805  719  2067  1359  708 
2008 年調査 
長期借入 
100.0  71.5  28.5  100.0   65.7   34.3 
3017  1941  1076  2629  1508  1121 
2009 年調査  短期借入 
100.0  64.3  35.7  100.0   57.4   42.6 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 
表２－３８  自社もしくは金融機関からの借入打診の有無（複数回答可） 









3,020   1,029   1,048   1,076  
1 位の金融機関 
  34.1  34.7  35.6 
2,632   654   944   1,122  
2 位の金融機関 





開始した企業、金融機関から拒絶された企業、断った企業の比率を 2008 年調査と 2009 年
調査で比較する（表２－３９） 。2009 年にかけて交渉を開始した企業の比率、拒絶された企
業の比率がそれぞれ上昇する一方で、企業側から断ったとする比率が低下している。この
傾向は、1 位金融機関、2 位金融機関に共通している。 
  2009 年調査について業種別、規模別の違いを見ると、いくつかの特徴がある（表２－４









                                                  
13  これは 2008 年調査では見られなかった傾向である。 74 
 
表２－３９  取引条件交渉開始の有無 
１位の金融機関      
     
回答企業 
計 
開始した  拒絶された 断った 
2102  1559  63  480 
短期借入 
100.0   74.2  3.0  22.8 
1730  1239  40  451 
2008 年調査 
長期借入 
100.0   71.6  2.3  26.1 
1754  1375  69  310 
2009 年調査  短期借入 
100.0   78.4  3.9  17.7 
    
２位の金融機関   
     
回答企業 
計 
開始した  拒絶された 断った 
1609  1120  58  431 
短期借入 
100.0   69.6  3.6  26.8 
1321  847  40  434 
2008 年調査 
長期借入 
100.0   64.1  3.0  32.9 
1360  965  60  335 
2009 年調査  短期借入 
100.0   71.0  4.4  24.6 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。また、2009 年については、「開始した」に「開始したが、長期借入への変更を勧められ
た」を含めて計算した。 
表２－４０  取引条件交渉開始の有無：売上高規模別 
１位の金融機関 









80   49   10   8   13  
1 億円以下 
100.0   61.3  12.5  10.0  16.3  
253   154   35   14   50  
1 億円超 3 億円以下 
100.0   60.9  13.8  5.5  19.8  
484   309   41   23   111  
3 億円超 10 億円以下 
100.0   63.8  8.5  4.8  22.9  
585   449   23   16   97  
10 億円超 50 億円以下 
100.0   76.8  3.9  2.7  16.6  
138   116   2   2   18  
50 億円超 100 億円以下 
100.0   84.1  1.4  1.4  13.0  
182   156   5   4   17  
100 億円超 

















47   24   6   4   13  
1 億円以下 
100.0   51.1  12.8  8.5  27.7  
144   62   14   13   55  
1 億円超 3 億円以下 
100.0   43.1  9.7  9.0  38.2  
351   197   21   17   116  
3 億円超 10 億円以下 
100.0   56.1  6.0  4.8  33.0  
505   371   8   20   106  
10 億円超 50 億円以下 
100.0   73.5  1.6  4.0  21.0  
116   92   3   2   19  
50 億円超 100 億円以下 
100.0   79.3  2.6  1.7  16.4  
169   142   3   3   21  
100 億円超 









表２－４１  実際の借入の有無 
        1 位の金融機関  2 位の金融機関 
        合計  有  無  合計  有  無 
1525  1411  114  1081  975  106 
短期借入 
100.0  92.5  7.5  100.0  90.2   9.8 
1166  1080  86  796  716  80 
2008 年調査 
長期借入 
100.0  92.6  7.4  100.0  89.9   10.1 
1417  1269  148  960  810  150 
2009 年調査 
短期借入（長
期を含む）  100.0  89.6  10.4  100.0  84.4   15.6 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 
実際の借入有無について、2008 年調査と 2009 年調査を比較すると、取引条件に係る交
渉を開始した企業のうち実際に借入を行った企業の比率は、2009 年にかけて低下している





  借入契約の内容について、2008 年調査と 2009 年調査を比較すると、2009 年にかけて借
入額 3 千万円以下の比率が高まり、5 億円超の比率が低くなるなど、借入額が縮小している
ことが分かる（表２－４２） 。 
前節では、借入額 1 位金融機関、2 位金融機関共に借入残高が 2008 年に比べて増加して
いることを示したが、 個々の借入契約におけるフローの借入額は 2008 年と比べて縮小する
傾向にある。 
 
表２－４２  借入金額 
    2008 年調査  2009 年調査 
    短期借入  長期借入  短期借入（長期を含む） 
1 位の金融機関  回答件数  比率  回答件数  比率  回答件数  比率 
回答件数  計  1282  100.0  999  100.0  1168  100.0 
3 千万円以下  467  36.4  318  31.8  494  42.3 
3 千万円超 5 千万円以下 231  18.0  193  19.3  209  17.9 
5 千万円超 1 億円以下  214  16.7  207  20.7  233  19.9 
1 億円超 3 億円以下  220  17.2  164  16.4  142  12.2 
3 億円超 5 億円以下  62  4.8   42  4.2   26  2.2  
5 億円超  88  6.9   75  7.5   64  5.5  
2 位の金融機関  回答件数  比率  回答件数  比率  回答件数  比率 
回答件数  計  716  100.0  658  100.0  739  100.0 
3 千万円以下  257  35.9  226  34.3  319  43.2 
3 千万円超 5 千万円以下 135  18.9  148  22.5  138  18.7 
5 千万円超 1 億円以下  133  18.6  127  19.3  148  20.0 
1 億円超 3 億円以下  115  16.1  94  14.3  83  11.2 
3 億円超 5 億円以下  33  4.6   25  3.8   18  2.4  
5 億円超  43  6.0   38  5.8   33  4.5  
 
約定金利については、金融緩和政策を反映した短期プライムレート低下の影響から、借
入金利 1.5%以下の比率が高まるなど、 2009 年にかけて金利が低下傾向にあることが分かる
（表２－４３） 。この傾向は、1 位金融機関、2 位金融機関に共通している。また、短期金
利水準については、1 位金融機関から借入を行う場合の方が、2 位金融機関から借入を行う




いては、1 位と 2 位金融機関の差は大きくない。 
  2009 年調査では、この借入契約について、融資申請から実行までの期間、担保・保証人
の提供の有無とその内容などを詳しく尋ねている。 まず、 融資実行までの期間については、
かなりのばらつきが存在する（表２－４４） 。申請から 5 日以内に融資が実行される企業が77 
 




表２－４３  約定金利 
    2008 年調査  2009 年調査 
    短期借入  長期借入  短期借入（長期を含む） 
1 位の金融機関  回答件数  比率  回答件数  比率  回答件数  比率 
回答件数  計  1194  100.0  925  100.0  1071  100.0 
1%以下  77  6.4   16  1.7   89  8.3  
1%超 1.5%以下  244  20.4  134  14.5  225  21.0 
1.5%超 2%以下  337  28.2  276  29.8  286  26.7 
2%超 2.5%以下  253  21.2  250  27.0  212  19.8 
2.5%超 3%以下  146  12.2  143  15.5  122  11.4 
3%超  137  11.5  106  11.5  137  12.8 
2 位の金融機関  回答件数  比率  回答件数  比率  回答件数  比率 
回答件数  計  661  100.0  612  100.0  684  100.0 
1%以下  52  7.9   10  1.6   79  11.5 
1%超 1.5%以下  149  22.5  83  13.6  169  24.7 
1.5%超 2%以下  215  32.5  189  30.9  201  29.4 
2%超 2.5%以下  135  20.4  166  27.1  120  17.5 
2.5%超 3%以下  59  8.9   94  15.4  55  8.0  
3%超  51  7.7   70  11.4  60  8.8  
 




１日  ２～５日  ６～９日  10～14 日  15 日以上 
1,163   97   328   223   267   248  
1 位の金融機関 
100.0   8.3  28.2  19.2  23.0   21.3 
725   50   234   135   140   166  
2 位の金融機関 
100.0   6.9  32.3  18.6  19.3   22.9 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
  担保・保証人の提供の有無については、土地・建物や預金、株式など何らかの形で担保
を提供している企業の比率は 43.0%（借入額 1 位金融機関） 、34.7%（借入額 2 位金融機関）
である。本人保証を提供する企業の比率はそれより高く、60.7%（1 位金融機関） 、59.1%（2
位金融機関）となっている（表２－４５および表２－４６） 。信用保証協会保証を利用する





                                                  
14  この結果を見ると、短期借入契約に際して担保・保証人を提供する企業の比率が、2001 年、78 
 




定期預金  土地・建物 機械・設備
株式等有価
証券 
1,182   85   408   10   25  
1 位の金融機関 
  7.2  34.5  0.8  2.1  
749   43   198   2   15  
2 位の金融機関 
  5.7  26.4  0.3  2.0  
続き       





3   23   38   674    
1 位の金融機関 
0.3   1.9  3.2  57.0   
1   13   22   489    
2 位の金融機関 
0.1   1.7  2.9  65.3   
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 










1,192   723   46   262   282  
1 位の金融機関 
  60.7  3.9  22.0  23.7  
753   445   34   99   229  
2 位の金融機関 












                                                                                                                                                  
2002 年の中小企業庁「金融環境実態調査」を用いて調べたメインバンクに対して担保・保証人
を提供する企業の比率と比べて大きく低下している印象がある。Ono and Uesugi (2005)では、
担保を提供する企業の比率、 保証人を提供する企業の比率はそれぞれ、 77.4%、 72.6%であった。
質問の仕方やサンプルの属性が異なるために、 これらと今回の調査結果を直接比較することはで
きないが、中小企業全体の動向を母集団推計している中小企業庁(2005, 2006, 2007, 2008)によ
ると、担保を提供する企業の比率が、2005 年から 2008 年にかけて 51.5%から 40.3%に大きく
低下していることが分かる。また、本人保証を提供する企業の比率は 50.6%から 59.4%に高ま







表２－４７  スコアリング融資（クイックローン、ビジネスローン）の利用 













3,778   251   188   16   2,456   867  
全体 

















234   24   18   2   133   57  
1 億円以下 
100.0  10.3  7.7  0.9   56.8   24.4 
593   65   55   1   342   130  
1 億円超 3 億円以下 
100.0  11.0  9.3  0.2   57.7   21.9 
1,014   93   60   9   598   254  
3 億円超 10 億円以下 
100.0  9.2  5.9  0.9   59.0   25.0 
1,157   54   46   1   814   242  
10 億円超 50 億円以下 
100.0  4.7  4.0  0.1   70.4   20.9 
298   0   3   1   233   61  
50 億円超 100 億円以下 
100.0  0.0  1.0  0.3   78.2   20.5 
406   7   2   1   293   103  
100 億円超 
100.0  1.7  0.5  0.2   72.2   25.4 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 
  スコアリング融資を行った金融機関を見ると、1 位金融機関（50.7%）が過半数を占めて
おり、メインバンクが既存の融資先に対して効率的に資金供給するためにスコアリング融






                                                  
15  小野・益田(2005)を参照のこと。 80 
 
表２－４８  スコアリング融資を提供した金融機関（複数回答可） 









422   214   125   159  
全体 

























426   336   93   15   13   23   15  
  78.9   21.8   3.5  3.1  5.4  3.5  
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 























1,749   77   719   97   236   710   332  
全体 
  4.4   41.1  5.5  13.5  40.6   19.0 
172  20  59  6  14  77  37  うち、過去に
利用したこと
がある      11.6   34.3  3.5  8.1  44.8   21.5 
1573  56  658  91  222  633  294  うち、利用し
たことがない      3.6   41.8  5.8  14.1  40.2   18.7 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 


















好転  変わらず  悪化  DI 
249  17  180  52     
利用している 
100.0  6.8  72.3  20.9   -14.1  
借入額１位
の金融機関




資  100.0  8.3  74.4  17.3   -9.0  
   113   6   78   29     
  
それ以外の金融
機関からの融資  100.0  5.3  69.0  25.7   -20.4  
    184  11  148  25     
  
利用したことがあ
る  100.0  6.0  80.4  13.6   -7.6  
    16  0  10  6     
  
今後利用したい 
100.0  0.0  62.5  37.5   -37.5  
    2266  139  1940  187     
  
利用したことがな
い  100.0  6.1  85.6  8.3   -2.1  
    774  67  639  68     
  
知らない 




態度の関係を、借入額 1 位金融機関における貸出態度の変化に係る DI で調べる（表２－５
１） 。昨年 9 月以降の貸出態度の変化について、 「好転」から「悪化」を引いた DI をスコア
リング融資の利用有無に分けて比較すると、回答企業数が少ない「今後利用したい」企業
を除くと、 「スコアリング融資を利用している」企業におけるマイナス幅が大きく、 「利用
したことのある」企業のマイナス幅がこれに続く。一方、 「利用したことがない」 、 「知らな
い」企業でのマイナス幅は小さい。 









第４章  信用保証制度 








業を支援するため、2008 年 10 月末から始まった信用保証のプログラムのことである。当
初設定されていた保証枠は 6 兆円、対象業種は 545 であったが、利用企業が多数に上った
ために、その後枠が 30 兆円にまで拡大されるとともに、対象業種も 760 と大幅に拡充され
た。 緊急保証制度は、 責任共有制度の対象外である （信用保証協会が 100%リスク負担する）




  まず、利用の有無について尋ねたところ、利用している企業（24.3%） 、現在残高はない
が今後利用したい企業（15.1%）を合わせると、約 4 割が利用もしくは利用意向を持ってい
る（表２－５２） 。業種別では、建設業、製造業で比較的利用企業の比率が高くなっている
こと、規模別では、売上高が 1 億円から 10 億円程度の企業、もしくは、従業員数が 6 人か
ら 50 人程度の企業で最も緊急保証制度が利用されていることが分かる。 
 
表２－５２  信用保証制度の利用 














2382  1135  298  10  799  140 
2008 年調査  一般保証 
100.0   47.6  12.5  0.4  33.5   5.9 
3963  963  -  601  1966  433 
緊急保証 
100.0   24.3  - 15.2  49.6   10.9 
3801  1248  552  44  1708  249 
2009 年調査 
一般保証 
100.0   32.8  14.5  1.2  44.9   6.6 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 
2008 年調査における一般保証利用企業、 2009 年調査における緊急保証利用企業・一般保












  申込を行っていない企業を除いた上で、2008 年調査における一般保証申込企業、2009
年における緊急保証申込企業、一般保証申込企業を比較すると、申込を拒絶・減額される
企業の比率が異なっている。最も拒絶・減額比率が高いのは、09 年緊急保証申込企業







表２－５３  保証利用の際に受けた対応 














一般保証  1991  102  870  108  -  911 
2008 年調査 
    100.0   5.1  43.7  5.4  -  45.8 
緊急保証  2837  147  847  101  109  1633 
    100.0   5.2  29.9  3.6  3.8   57.6 
一般保証  2925  146  1417  113  62  1187 
2009 年調査 
























表２－５４  利用（希望）する理由（複数回答可） 






















1,290   168   192   96   126   807   171  
全体 


























58   10   6   1   9   31   11  
1 億円以下 
  17.2  10.3  1.7  15.5   53.4  19.0 
260   33   46   15   30   136   42  
1 億円超 3 億円以下 
  12.7  17.7  5.8  11.5   52.3  16.2 
429   65   66   42   48   265   54  
3 億円超 10 億円以下 
  15.2  15.4  9.8  11.2   61.8  12.6 
407   43   54   27   26   284   48  
10 億円超 50 億円以下 
  10.6  13.3  6.6  6.4   69.8  11.8 
68   9   10   5   4   46   9  
50 億円超 100 億円以下 
  13.2  14.7  7.4  5.9   67.6  13.2 
48   3   6   4   6   35   7  
100 億円超 






５および表２－５６） 。貸出を行った金融機関は、借入額 1 位金融機関（71.8%）が大多数













873   627   151   95  
100.0   71.8   17.3   10.9 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 
  借入金額については、1 千万円超 3 千万円以下を借り入れているとする企業の比率
（32.0%）が最も高く、5 千万円超 1 億円以下(27.0%)、3 千万円超 5 千万円以下（23.4%）
がこれに続いている。次節で述べる一般保証制度に基づく借入金額の分布と比較すると、
借入期間が長いためか、 緊急保証制度による 1 社当たりの借入金額は大きいと考えられる。 
  約定金利については、 1.5%超 2%以下の金利と回答した企業の比率 （40.0%） が最も高く、
2%超 2.5%以下（22.0%） 、1%超 1.5%以下（18.0%）がこれに続いている。企業規模によっ
て金利の分布は大きく異なっており、 売上高 1 億円以下の企業では 3%超の金利を払ってい
る企業の比率が 2 割を超えている。 
  緊急保証制度の保証期間の上限が 10 年に設定されていることを反映して、借入期間はか





  保証料率は、0.75％超 1％以下（36.0％）との回答が最も多く、次いで 0.5％超 0.75％以
下（ 29.6％） 、 0.5％以下 （19.3％） となっている。 保証料率が 1％超と答えた企業の比率は、
後述する一般保証制度では計 37％であるのに対して、緊急保証制度では 15％に過ぎず、保
証料率が低いことが、一般保証から緊急保証への乗り換えの一因となっていると推測され
る。   
担保、保証人の提供については、本人保証（75.4%）が多くの企業によって提供されてい
る一方で、担保（8.0%） 、第三者保証（6.5%）は一部の企業が提供するにとどまっている。






表２－５６  貸出条件 
















866   105   277   203   234   29   18  
100.0   12.1   32.0   23.4  27.0  3.3  2.1  













826   11   149   330   182   81   73  
100.0   1.3   18.0   40.0  22.0  9.8  8.8  













842   46   28   258   251   253   6  
100.0   5.5   3.3   30.6  29.8  30.0  0.7  
ｄ．固定・変動          
回答件数 
計 
固定  変動      
840   586   254       
100.0   69.8   30.2       













658   127   195   237   36   21   42  
100.0   19.3   29.6   36.0  5.5  3.2  6.4  
ｆ．提供したもの（複数回答可）      
回答件数 
計 
担保  本人保証  第三者保証
無担保無保
証    
851   68   642   55   168     

























７および表２－５８） 。貸出を行った金融機関は、緊急保証制度と同様、借入額 1 位金融機













1,143   797   213   133  
100.0   69.7   18.6   11.6 
注）上段：回答件数、下段：構成比（％）。 
 
  借入金額については、1 千万円超 3 千万円以下を借り入れているとする企業の比率
（39.7%）が最も高く、3 千万円超 5 千万円以下（22.8%） 、1 千万円以下(18.6%)がこれに
続いている。 
  約定金利については、 1.5%超 2%以下の金利と回答した企業の比率 （32.0%） が最も高く、


















表２－５８  貸出条件 
















1,092   203   434   249   152   34   20  
100.0   18.6   39.7   22.8  13.9  3.1  1.8  













1,054   34   144   337   257   151   131  
100.0   3.2   13.7   32.0  24.4  14.3  12.4  













1,065   118   77   447   270   139   14  
100.0   11.1   7.2   42.0  25.4  13.1  1.3  
ｄ．固定・変動          
回答件数 
計 
固定  変動      
1,065   687   378       
100.0   64.5   35.5       













820   122   136   259   190   56   57  
100.0   14.9   16.6   31.6  23.2  6.8  7.0  
ｆ．提供したもの（複数回答可）      
回答件数 
計 
担保  本人保証  第三者保証
無担保無保
証    
1,077   149   837   100   160     
















責任共有制度の適用外となる小規模企業では、 「分からない」とする回答が 5 割前後に達し
ている。 
 
表２－５９  一般保証制度による貸出に対する責任共有制度の適用 








1,164   356   309   499  
全体 












71   12   19   40  
1 億円以下 
100.0   16.9  26.8  56.3 
263   67   66   130  
1 億円超 3 億円以下 
100.0   25.5  25.1  49.4 
399   122   112   165  
3 億円超 10 億円以下 
100.0   30.6  28.1  41.4 
333   120   85   128  
10 億円超 50 億円以下 
100.0   36.0  25.5  38.4 
48   19   13   16  
50 億円超 100 億円以下 
100.0   39.6  27.1  33.3 
29   10   7   12  
100 億円超 





















347  45  269  22  11  対象になっ
ている  100.0   13.0   77.5  6.3  3.2 
299  15  261  15  8  対象になっ
ていない  100.0   5.0   87.3  5.0  2.7 
476  39  394  26  17 
分からない 




第５章  まとめ 
 



















○実際に講じられた様々な対応措置を回答企業の多い順に並べると、借入額 1 位金融機関91 
 
からの借入（1163 社） 、主要仕入先に対する価格引き下げ（901 社） 、販売先への説明強化































































補論  サンプルの選定・属性について 
2008 年 2 月実施の「企業・金融機関との取引実態調査」 、2009 年 2 月実施の「金融危機
下における企業・金融機関との取引実態調査」は、過去に中小企業庁が実施した承認統計
である 「企業資金調達環境実態調査 （2001 年実施） 」 、 「金融環境実態調査 （2002 年実施） 」 、
「企業金融環境実態調査 （2003 年実施） 」 等に回答した企業を対象に調査票を送付している。  
  それぞれの承認統計調査は、株式会社東京商工リサーチデータベースから、産業別、従
業員規模別に無作為抽出して得た 15,000 社に対して調査票を郵送して回答を得たものであ
り、回答率は 51.0%から 56.3%である。 
  「企業・金融機関との取引実態調査」については、これら回答企業のうち 2008 年 2 月時
点で存在しており、かつ、東京商工リサーチが直前に別のアンケートを発送した先を除い




社数は 4,103 社、回答率は 68.6%である。 
  調査票を発送した先の企業と回答企業の属性がどの程度異なるかを、業種、従業員数、
売上高、売上高利益率、信用評点について調べた（表２－６１） 。16  2008 年 2 月時点で調
査票を送付した 17,018 社（サンプル①） 、回答があったうち分析対象となる 6,079 社（サ
ンプル②） 、2009 年 2 月の調査に回答があったうち分析対象となる 4,095 社（サンプル③）
が比較の対象である。 










億円以下の企業の比率もサンプル① （8.1%） に比してサンプル② （6.0%） 、 サンプル③ （6.1%）
で低い。一方で、売上高 3 億円超 50 億円以下の企業の比率がサンプル①に比してサンプル
②、③で高い。 
                                                  
16  信用評点は、東京商工リサーチが、企業の信用リスクを財務指標やそれ以外の定性情報に基








いる。同様に、信用評点を見ると、50 点以上 60 点未満という評点の企業の比率が、サンプ
ル①（47.8%） 、サンプル②（52.1%） 、サンプル③（53.8%）と増加する傾向にある一方で、
評点が40点未満もしくは70点以上の区分に入る企業の比率は、 サンプル① （それぞれ2.9%, 






表２－６１  度数分布表 
業種別 
    サンプル①  比率  サンプル②  比率  サンプル③  比率 
農業  7  0.04%  1  0.02%  0  0.0% 
林業  2  0.01%  0  0.0%  0  0.0% 
漁業  4  0.02%  1  0.02%  0  0.0% 
鉱業  75  0.4%  25  0.4%  16  0.4% 
建設業  3878  22.8%  1386  22.8%  949  23.2% 
製造業  4110  24.2%  1436  23.6%  951  23.2% 
電気・ガス・熱供給・水
道業 
87  0.5%  40  0.7%  29  0.7% 
情報通信業  538  3.2%  180  3.0%  112  2.7% 
運輸業  568  3.3%  211  3.5%  146  3.6% 
卸売・小売業  4684  27.5%  1883  31.0%  1318  32.2% 
金融・保険業  176  1.0%  36  0.6%  16  0.4% 
不動産業  692  4.1%  174  2.9%  116  2.8% 
飲食店・宿泊業  191  1.1%  45  0.7%  22  0.5% 
医療・福祉  57  0.3%  11  0.2%  7  0.2% 
教育・学習支援業  38  0.2%  11  0.2%  5  0.1% 
複合サービス事業  171  1.0%  70  1.2%  49  1.2% 
サービス業（他に分類
されないもの） 
1740  10.2%  569  9.4%  359  8.8% 








    サンプル①  比率  サンプル②  比率  サンプル③  比率 
1～5 人  2113  12.5%  648  10.7%  448  10.9% 
6～20 人  5054  29.8%  2010  33.1%  1430  34.9% 
21～50 人  3412  20.1%  1307  21.5%  893  21.8% 
51～100 人  2087  12.3%  781  12.9%  530  12.9% 
101～300 人  2632  15.5%  932  15.3%  578  14.1% 
301 人～  1651  9.7%  396  6.5%  216  5.3% 
合計  16949  100.0%  6074  100.0%  4095  100.0% 
 
売上高規模別 
    サンプル①  比率  サンプル②  比率  サンプル③  比率 
1 億円以下  1374  8.1%  363  6.0%  249  6.1% 
1 億円超 3 億円以下  2689  15.9%  976  16.1%  682  16.7% 
3 億円超 10 億円以下  4136  24.5%  1665  27.5%  1176  28.7% 
10 億円超 50 億円以下  4754  28.1%  1860  30.7%  1269  31.0% 
50億円超100億円以下  1505  8.9%  506  8.3%  321  7.8% 
100 億円超  2439  14.4%  693  11.4%  394  9.6% 
合計  16897  100.0%  6063  100.0%  4091  100.0% 
 
売上高利益率別 
    サンプル①  比率  サンプル②  比率  サンプル③  比率 
0 以下  3366  21.2%  1193  20.3%  804  20.2% 
0～0.005  3821  24.1%  1447  24.7%  988  24.8% 
0.005～0.02  4278  27.0%  1700  29.0%  1192  30.0% 
0.02～0.05  2764  17.4%  984  16.8%  645  16.2% 
0.05 以上  1622  10.2%  543  9.3%  350  8.8% 
合計  15851  100.0%  5867  100.0%  3979  100.0% 
 
評点別 
    サンプル①  比率  サンプル②  比率  サンプル③  比率 
0～9  9  0.1%  0  0.0%  0  0.0% 
10～19  19  0.1%  4  0.1%  1  0.02% 
20～29  67  0.4%  11  0.2%  3  0.1% 
30～39  391  2.3%  80  1.3%  43  1.1% 
40～49  4240  25.4%  1302  21.6%  870  21.3% 
50～59  7989  47.8%  3136  52.1%  2199  53.8% 
60～69  3569  21.3%  1346  22.4%  895  21.9% 
70～79  416  2.5%  129  2.1%  77  1.9% 
80～89  20  0.1%  8  0.1%  3  0.1% 
90～99  0  0.0%  0  0.0%  0  0.0% 
合計  16720  100.0%  6016  100.0%  4091  100.0% 
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